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総 括 

 

 令和２年度一般会計は、歳入歳出予算の総額を当初30億9,898万7,000円と定めま

したが、前年度剰余金の財政調整基金及び保健事業等支援基金への積立や前年度国

庫支出金の確定に伴う返還金の補正を行ったため、令和２年度の予算現額としては

歳入歳出ともに41億3,665万円となりました。 

 

歳入については、決算額は前年度比4.4%減の46億6,994万624円となりました。 

歳入の主なものは、構成市町村からの負担金24億26万1,000円（歳入全体の割合

51.3％）、前年度繰越金10億3,766万4803円（同22.2％）、国からの支出金10億2,887

万278円（同22.0％）などとなっています。 

 歳出については、決算額は前年度比2.9％減の37億3,705万9,147円となりました。 

 歳出の主なものは、電算システム関係費が8億643万3,500円（歳出全体の割合

21.6％）、医療費適正化事業費が4億9,826万2,556円（同13.3％）、資格管理事業費が

4億5,949万8,772円（同12.3％）、財政調整基金費が4億7,979万4,001円（同12.8％）、

保健事業等支援基金費が5億4,424万9,298円（同14.6％）などとなっています。 

その結果、歳入歳出差引残額は、9億3,288万1,477円となりました。 

 

令和２年度一般会計歳入歳出決算額の構成割合

 

 

5



   

<<歳出の科目別執行内容の主なもの>> 

 

１款 議会費 <99万 3,943円> 

神奈川県後期高齢者医療広域連合議会定例会を２回（令和２年８月、令和３

年３月）開催しました。 

 

２款  総務費  １項 総務管理費 <37億3,606万5,204円> 

○広域連合運営管理費 <1億1,573万2,319円> 

運営協議会（２回）、幹事会（３回）を開催するとともに、広域連合事務局

の運営管理のための経費を支出しました。 

 

○広域連合事業費負担金 <3億8,438万8,652円> 

県内各市からの派遣職員の人件費相当分を、負担金として派遣元各市へ支払

いました。 

 

○保健事業費 <1億9,581万3,362円> 

市町村が行った長寿・健康増進事業等に対し補助金を交付したほか、健康増

進啓発品の作成を行い、市町村窓口で被保険者に配布しました。 

 

○保険料関係事業費 <2,719万1,917円> 

 保険料の賦課を行い、保険料額決定通知書を送付したほか、市町村が新規年

齢到達者に口座振替用紙を発送する際の経費を支出しました。 

 また、市町村が保険料軽減特例縮小に係る周知・広報に要した費用を支出し

ました。 

 

○資格管理事業費 <4億5,949万8,772円> 

被保険者の資格管理のため、被保険者証の発行を行うとともに、保険料の滞

納者には、短期被保険者証を発行しました。 

 また、被保険者証の一斉更新を行いました。 
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○給付関係事業費 <2億352万8,619円> 

高額療養費、高額介護合算療養費、療養費等の給付事務のための経費を支出

しました。 

 

○医療費適正化事業費 <4億9,826万2,556円> 

レセプトの運用管理、診療報酬明細書点検をはじめ、年々増加する療養給付

費等の適正化を図るため、資格過誤点検、療養費の二次点検、医療と介護の給

付調整のための経費を支出しました。 

 

○電算システム関係費 <8億643万3,500円> 

電算処理システム（標準システム）の運用に係る経費を支出しました。 

 

○広報広聴活動関係費 <2,092万5,386円> 

コールセンター業務を委託するとともに、広報紙の発行、制度周知のための

ガイドブック・小冊子の作成を行いました。 

また、登録モニター及び入電者に対するアンケートを行いました。 

 

○財政調整基金費 <4億7,979万4,001円> 

令和元年度の剰余金及び運用利子を財政調整基金に積み立てました。 

 

○保健事業等支援基金費 <5億4,424万9,298円> 

令和元年度の剰余金及び運用利子を保健事業等支援基金に積み立てました。 

 

２款 総務費  ３項 監査委員費 <17万7,382円> 

   広域連合の財務に関する事務執行等を監査する財務監査、令和元年度決算等

の審査及び月１回の例月出納検査のための経費を支出しました。 
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 1 議会費

 1 議会費

 2 総務費

 1 総務管理費

 1 一般管理費  広域連合運営管理費 128,098,000 115,732,319 0 12,365,681

4,125,067,000 3,735,887,424 0 389,179,576

4,125,468,000 3,736,065,204 0 389,402,796

 1 議会費  議会運営費 1,182,000 993,943 0 188,057

1,182,000 993,943 0 188,057

（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

1,182,000 993,943 0 188,057
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【広域連合議会の運営に関する経費】

  場所：藤沢商工会館ミナパーク

 (2) 令和3年第1回定例会（令和3年3月29日）　条例4件、承認1件、予算4件、陳情1件　

  場所：藤沢商工会館ミナパーク

 (1) 議員報酬

 (2) 普通旅費、費用弁償

 (3) 消耗品費、食糧費

 (4) 郵送料

 (5) 会場使用料

 (1) 情報公開・個人情報保護審査会委員報酬（日額16,000円×延5名分）

 (2) 非常勤職員報酬

 (3) 共済費

 (4) 普通旅費、費用弁償

 (5) 消耗品費及び光熱水費等

 (6) 電話料、郵送料

 (7) 庁内システム関係委託料

 (8) 事務所借上料

 (9) 庁内器具購入費

 (10) 保険者協議会負担金、各種研修参加費等負担金

9,873,325円

5,081,913円

19,306,474円

45,124,788円

165,110円

502,641円

１　主な支出項目

80,000円

5,837,649円

883,991円

525,543円

○広域連合事務局での事務運営をするために、事務室を借り上げ、文書システムの運用や各市町村との
　会議等を行いました。

360,243円

【広域連合の運営に関する経費】

 　  議長（１名、日額15,000円）、副議長（１名、日額13,000円）、議員（18名、日額10,000円）

４　主な支出項目

406,000円

150,897円

6,188円

48,915円

１　広域連合議会の開催及び議決案件

 (1) 令和2年第2回定例会（令和2年8月28日）　承認4件、予算1件、決算2件、同意1件、陳情1件

２　議員の定数及び任期

 (1) 広域連合議会議員の定数は20人

 (2) 広域連合議会議員の任期は1年

３　議員の報酬

○広域連合議会を２回開催しました。

事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明
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（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 会計関係費 73,000 69,042 0 3,958

 広域連合事業費負担金 410,003,000 384,388,652 0 25,614,348
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事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

２　各種会議の開催状況

【広域連合職員の人件費に関する経費】

◎職員構成 ◎組織別職員構成

人 　

人

人

※ 神奈川県からの派遣職員（事務局次長兼総務課長）については派遣元が人件費を負担

【会計事務に関する経費】

 (1) 消耗品費

 (2) 金融機関マルチウェブシステム使用料

 (3) 貸金庫賃借料

○公金の出納事務、審査事務を行うための経費を支出しました。

資格保険料課 ＿ 1人 2人 8人

給付課 ＿ 1人 2人 13人

係員

一　般　職 44 事務局長 1人 ＿ ＿ ＿

管　理　職 6 　
事務局長・
事務局次長 課長 係長

○広域連合事務局で従事する職員49名の人件費負担金を派遣元各市に支出しました。

(1) 運営協議会の開催　

　県内33市町村の首長で構成される運営協議会を令和2年7月と令和3年2月に開催しました。

(2) 幹事会の開催　

　県内33市町村の後期高齢者医療制度所管課長で構成される幹事会を3回（令和2年7月、11月、令和3年2
月）開催しました。

(3) 情報公開・個人情報保護審査会の開催　

　情報公開・個人情報保護審査会を1回（令和2年12月）開催し、個人情報を取り扱う事務の委託などにつ
いて、審査しました。

7人

企画課 ＿ 2人 2人 8人

１　主な支出項目

24,162円

18,480円

26,400円

計 50 総務課 1人 ＿ 2人
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（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 資格管理事業費 526,721,000 459,498,772 0 67,222,228

 保険料関係事業費 38,033,000 27,191,917 0 10,841,083

 保健事業費 335,237,000 195,813,362 0 139,423,638
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事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

【制度の円滑運営、市町村との連絡調整に関する経費】

 (1) 啓発物品作成配布業務委託

（2）保健事業実施対象候補者抽出及び医療費等分析業務委託

（3）訪問等保健指導業務委託

 (4) 市町村補助金

　　　① 国からの特別調整交付金を財源とする長寿・健康増進事業に対する補助金　

　　　　　19市町

　　　　　 5市

　　　　　 4市

 (5) 償還金　

　　　① 令和元年度財政調整交付金返還金

　　　② 令和元年度後期高齢者医療制度事業費補助金返還金

【保険料の賦課に関する経費】

 (1) 年齢到達者口座振替用紙郵送料

 (2) 年齢到達者口座振替用紙送付事業委託料

 (3) 市町村補助金

　　　　 31市町村

【被保険者の資格管理、被保険者証等の交付に関する経費】

 (1) 臓器提供意思表示欄保護シール・ジェネリックシール作成費（1,357,000部）

 (2) 被保険者証等の送付に係る郵送料

 (3) 被保険者証等作成封入封緘業務委託料

 (4) 市町村補助金

　　　　 2市町

　　　③ 国からの特別調整交付金を財源とする保険者インセンティブ評価対象事業等に対する補助金　

3,932,000円

13,661,438円

7,786,000円

5,875,438円

1,848,210円

400,401,102円

      ① 国からの特別調整交付金を財源とするマイナンバーカードの取得促進に係る経費に対する補助金

○保険料の賦課等に関する事務に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

5,855,912円

2,723,986円

12,933,059円

　　　　 補助金

43,328,083円

○後期高齢者医療制度の円滑な運営のために必要な経費や、各市町村との連絡調整に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

168,675,000円

147,750,000円

      ① 国からの特別調整交付金を財源とする保険料軽減特例の見直しに関する広報に係る経費に対する

12,933,059円

      ② 国からの特別調整交付金を財源とする低栄養防止・重症化予防の取組に対する補助金　

16,993,000円

○後期高齢者医療被保険者の資格管理業務に関する事務に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

1,874,400円

10,670,000円

832,524円

1,848,210円

8,806,930円
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（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 電算システム関係費 853,069,000 806,433,500 0 46,635,500

 医療費適正化事業費 567,240,000 498,262,556 0 68,977,444

 給付関係事業費 214,767,000 203,528,619 0 11,238,381
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事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

【給付に関する経費】

 (1) 消耗品費

 (2) 療養費支給申請書、発送用封筒作成費等

 (3) 療養費の支給決定通知等の送付に係る郵送料

 (4) 電算処理システムバッチ帳票作成委託料

 (5) 給付関連入力処理業務委託料

 (6) 給付申請書入力等業務委託料

 (7) 給付関係書類集荷搬送差出業務

【医療費適正化に関する経費】

 (1) 消耗品費等

 (2) 医療費通知等の送付に係る郵送料

 (3) 保険者レセプト管理システム運用業務委託料

 (4) レセプト及び療養費支給申請書の点検等業務委託料

 (6) 医療費通知作成等業務委託料

（7）不当利得求償業務委託料

（8）第三者行為損害賠償請求事務委託料

（9）後発医薬品利用通知作成等業務委託料 （発送数　42,031通　(年1回)）

【電算処理システムに関する経費】

 (1) 電算処理システム関係消耗品費等

 (3) 標準システムネットワーク維持管理業務委託料

 (4) 標準システムサーバー機等賃貸借

40,111,256円

34,511,513円

30,988,390円 （発送数　1回目1,116,322通 2回目971,393通 (年2回)）

14,630,000円

○レセプトの運用管理、診療報酬明細書点検をはじめ、年々増加する療養給付費等の適正化を図るため、
　資格過誤点検、療養費の二次点検、医療と介護の給付調整のための経費を支出しました。

１　主な支出項目

38,382円

165,583,920円

 (5) 診療報酬明細書点検業務委託料（点検件数2,122,772件）

316,800円

172,148,667円

１　主な支出項目

485,430円

 (2) 電算処理システム運用及び関連業務委託料 453,279,200円

96,370,560円

52,680,650円

○電算処理システム（標準システム）の運用に要する経費を支出しました。

34,979,962円

757,769円

49,940,729円

49,368,000円

○高額療養費、高額介護合算療養費、療養費等の支給に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

60,438円

419,733円

77,054,681円

26,368,238円
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（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 2 選挙費

　 基金費

 1 選挙管理委員会費  選挙管理運営費 55,000 398 0 54,602

55,000 398 0 54,602

 3 保健事業等支援  保健事業等支援基金費 544,250,000 544,249,298 0 702

 2 財政調整基金費  財政調整基金費 479,795,000 479,794,001 0 999

 広報広聴活動関係費 27,781,000 20,925,386 0 6,855,614
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事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

【制度の広報広聴に関する経費】

 (1) 広報紙作成費（1,115,000部）

 (2) 後期高齢者医療制度ガイドブック作成費（44,500部）

 (3) 小冊子作成費（年2回発行、計251,000部）

 (4) 郵送料等

 (5) コールセンター業務委託料 （年間問い合わせ件数36,544件）

【財政調整基金への積立金】

 (1) 令和元年度剰余金

 (3) 運用収入

【保健事業等支援基金への積立金】

 (1) 令和元年度剰余金

 (2) 運用収入

【選挙管理委員会の運営に関する経費】

 (1) 職員旅費

○後期高齢者医療制度について広く周知するため、各種冊子（ガイドブック、小冊子、広報紙）を発行する
　とともに、被保険者の意見を広く聴取するため、登録モニター及び入電者に対するアンケートを実施しま
　した。また、効率的な電話対応を行うためのコールセンター業務に要する経費を支出しました。

○前年度剰余金及び基金運用による利子を財政調整基金に積み立てました。

１　主な支出項目

398円

○前年度剰余金及び基金運用による利子を保健事業等支援基金に積み立てました。

１　主な支出項目

24,320円

１　主な支出項目

544,224,978円

479,778,387円

15,614円

１　主な支出項目

121,744円

1,088,648円

12,393,312円

2,157,787円

3,838,945円
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（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 3 監査委員費

 3 予備費

合 計 4,136,650,000 3,737,059,147 0 399,590,853

 1 予備費  予備費 10,000,000 0 0 10,000,000

 1 予備費 10,000,000 0 0 10,000,000

10,000,000 0 0 10,000,000

 1 監査委員費  監査委員費 346,000 177,382 0 168,618

346,000 177,382 0 168,618

18



事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

【監査の実施に関する経費】

 (1) 決算審査及び基金運用審査(令和元年度分)

  期日：令和2年7月20日

  期日：令和3年1月25日

  期日：毎月25日前後（12回開催）

 (2) 普通旅費、費用弁償

【予算外又は予算超過の支出に充てるための経費】

 (2) 財務監査(令和元年度下期分、令和2年度上期分)

 (3) 例月出納検査

２　主な支出項目

 (1) 委員報酬（代表監査委員：１名、日額7,000円　監査委員：１名、日額6,000円）

○毎月１回の監査委員定例会（決算審査、財務監査を含む。）を開催しました。

１　監査の実施状況

176,000円

1,382円
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＜  後期高齢者医療特別会計  ＞ 
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総 括 

 

令和２年度後期高齢者医療特別会計は、歳入歳出予算の総額を当初9,583億3,016

万 1,000円と定めましたが、前年度剰余金の療養給付費等支払準備基金への積立や

国庫支出金等の確定に伴う返還金の補正等を行ったため、令和２年度の予算現額と

しては歳入歳出ともに9,616億 8,240万 2,000円となりました。 

 

歳入については、療養給付費の減少に伴い変更交付申請を行った支払基金交付金、

県支出金が前年度と比べて 2.0％減少したものの、今後精算または返還が行われる

市町村支出金、国庫支出金が、決算時において前年度比 4.3％増加していることか

ら、決算額は前年度比0.7％増の9,503億 7,525万 1,729円となりました。 

歳入の主なものは、支払基金交付金 3,865 億 55 万 5,000 円（歳入全体の割合

40.7％）、国庫支出金2,783億 1,439万 1,991円（同29.3％）、市町村支出金1,967

億 8,253万 8,019円（同20.7％）、県支出金726億 2,514万 5,000円（同7.6％）

などとなっています。 

歳出については、療養給付費が前年度と比べて 2.3％減少したことから、決算額

は前年度比2.4％減の9,109億 322万 9,992円となりました。 

歳出の主なものは、保険給付費の8,941億6,141万9,071円で、歳出全体の98.2％

を占めています。 

その結果、歳入歳出差引残額は394億 7,202万 1,737円となりました。 

 

令和２年度後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算額の構成割合 
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≪歳出の科目別執行内容の主なもの≫ 

１款 保険給付費 <8,941億 6,141万 9,071円> 

被保険者が受診した医療機関等に支払う医療費等として、療養給付費8,368 

億8,631万1,330円、療養費等121億3,950万5,922円、高額療養費390億2,479

万 5,768 円、高額介護合算療養費 13億 9,284 万 8,452 円、審査支払手数料 19

億 1,924万 1,330円、葬祭費27億 9,735万円を支出しました。 

 

２款 特別高額医療費共同事業拠出金 <4億 4,343万 1,115円> 

１件400万円を超える医療費については、全国の広域連合が共同でその医療

費の一部を負担する事業を実施しており、指定法人である国民健康保険中央会

へ拠出金4億4,343万 1,115円を支出しました。 

 

３款 保健事業費 <30億 1,671万 5,482円> 

市町村が実施した健康診査事業に対し、補助金を交付したほか、歯科健康診

査事業の実施、一体的実施事業等により、30億 1,671万 5,482円を支出しまし

た。 

 

６款 諸支出金<99億 4,465万 0,009円> 

   保険料還付金、国庫支出金及び県支出金の償還金等として、99 億 4,465 万

0,009円を支出しました。 
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 1 保険給付費

 1 保険給付費

 2 特別高額医療費共同事業拠出金

1

1

 4 傷病手当金  傷病手当金 15,321,000 1,366,269 0 13,954,731

482,212,232

49,684,176,929

48,965,271,528

417,500,670

287,450,0000

467,297,000 443,431,115

特別高額医療費共同  特別高額医療費共同

事業拠出金  事業拠出金

467,297,000

 3 葬祭費  葬祭費 3,084,800,000 2,797,350,000

 高額介護合算療養費

特別高額医療費共同事業拠出金 443,431,115

 2 審査支払手数料  審査支払手数料 2,336,742,000 1,919,241,330 0

1,392,848,4521,313,772,000

内
　
　
訳

 療養給付費 881,822,686,000

翌　年　度

836,886,311,330 0

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

943,845,596,000 894,161,419,071

 1 療養給付費等  療養給付費等

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

943,845,596,000 894,161,419,071

938,408,733,000 889,443,461,472

 療養費等 15,765,267,000 12,139,505,922

39,024,795,768 高額療養費 39,507,008,000

0 3,625,761,078

0 49,684,176,929

0

0 △ 79,076,452

44,936,374,670

443,431,115 0

不　用　額

23,865,885

0

0

0467,297,000 23,865,885

23,865,885

0

（単位：円）
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【療養給付費等】 ※括弧内は令和元年度実績

 (1) 療養給付費

 (2) 療養費等

 (3) 高額療養費

 (4) 高額介護合算療養費

【審査支払手数料】

 (1) 審査支払手数料

【葬祭費】

 (1) 葬祭費

【傷病手当金】

 (1) 傷病手当金

【特別高額医療費共同事業拠出金】

39,024,795,768 円

令和２年度平均被保険者数　

836,886,311,330 円

(1,133,801 人)

55,947 件

○被保険者の死亡に際して、その葬祭を行った方に、申請により葬祭費として5万円の支給を行いました。

771,835 件 （14,978,687,714 円）（970,908 件）

（72,554 件）

　被保険者が柔道整復師、はり・きゅう・マッサージ師の施術を受けた場合で、受領委任に同意したと
き、施術所等に対して自己負担分を除いた費用を支払います。（現物給付）
　また、被保険者が急病など緊急その他やむを得ない事情で保険証を持参できなかったときなどに、医療
費の全額を保険医療機関等で支払った後、申請し、広域連合から認められた場合には、被保険者に対し
て、自己負担分を除いた額を支払います。（現金給付）

1,749,927 件

1,392,848,452 円

1,919,241,330 円

○被保険者の疾病、負傷に係る給付を行いました。

事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

　同一世帯の被保険者において、医療保険の負担と介護保険の負担の両方が発生している場合で、年間の
医療と介護の自己負担額を合算して基準額を超えた場合に、その超えた分を還付金として支払います。
（現金給付）

（37,005,146 件）35,015,013 件

　1カ月（同じ月内）の医療費の自己負担が高額になったとき、自己負担限度額を超えた分を、後から被
保険者に対して支払います。また、自己負担が同一月・同一医療機関において自己負担限度額を超えたと
きは、現物給付されます。（現金・現物給付）

○療養給付費の審査支払事務に要する手数料を支出しました。

（2,020,558,038 円）

82,500 件

（54,207 件） （2,710,350,000 円）

○１件400万円を超える医療費については、全国の広域連合が共同でその医療費の一部を負担する
  事業を実施しており、指定法人である国民健康保険中央会へ拠出金を支出しました。

○新型コロナウイルス感染症に感染した被扶養者等に対して、傷病手当金を支給しました。

（856,917,386,545 円）

2,797,350,000 円

（38,622,966,515 円）

12,139,505,922 円

　保険医療機関等に対して、療養の給付（診察、薬剤・治療材料の支給、治療、看護等）、入院時食事療
養費、入院時生活療養費、訪問看護療養費などの自己負担分を除いた費用を支払います。（現物給付）

18 件 1,366,269 円

（1,765,593 件）

1,158,697 人

（1,245,182,036 円）
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 3 保健事業費

 1 健康保持増進事業費

 4 基金積立金

 1 基金積立金

1

 5 公債費

 1 利子

療養給付費等支払

一体的実施事業委託料

98,685

0 0

0

 1 利子 0 利子 0

1,000,000 1,000,000

98,685

1,000,000

315,800,000

1,000,000

0

3,337,014,315

3,337,113,000

1,000,000

8,030,3197,577,000歯科健康診査事業

歯科健康診査事業

 療養給付費等支払 3,337,113,000

0

1,000,000

2,923,304,153 0

3,827,339,000

準備基金積立金

翌　年　度

8,829,611

 1 健康診査事業費

 準備基金積立金

健康診査事業補助金 3,466,606,000

委託料

通信運搬費

36,235,000

3,016,715,482 0

3,827,339,000

歯科健康診査事業 1,121,000

款 ・ 項 ・ 目

科　　　　　目
予 算 現 額

-453,319

379,567

27,405,389 0

事　業　名 支 出 済 額
繰　越　額

741,433

印刷製本費

3,016,715,482

不　用　額

0

0

0 810,623,518

0 2 一体的実施事業費

98,685

0

57,234,188

（単位：円）

543,301,847

810,623,518

3,337,113,000

3,337,014,315 0

258,565,812

3,337,014,315
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【健康診査事業費】

（歯科健康診査事業）

(1) 歯科健康診査事業印刷製本費

　歯科健康診査帳票及び歯科健康診査実施要領の印刷費

(2) 歯科健康診査事業通信運搬費

　歯科健康診査受診案内状等の郵送料

(3) 歯科健康診査事業委託料

　歯科健康診査案内状等作成業務及び歯科健康診査業務の委託費

　　＜参考＞受診実績

（健康診査事業）

○市町村が行った健康診査事業に対して、健康診査事業補助金を交付しました。

(4) 健康診査事業補助金

　　＜参考＞受診実績

（集団検診） （個別健診）

（一体的実施事業）

 　　＜参考＞ 取崩額 （令和２年度特別会計「繰入金」として歳入）

【一時借入を実施した場合の利子】

【療養給付費等支払準備基金積立金】

4,418,888,000 円

57,234,188 円８市町

23.88 ％

事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

1,150,725 人

90,101 人

4,081 人

2,923,304,153 円

受診者数

健診対象者数

○前年度で満75歳に達した被保険者の方を対象に、歯科健康診査事業を実施しました。

741,433 円

8,030,319 円

27,405,389 円

健診対象者数

受診者数

4.53 ％

 (1) 積立額 3,337,014,315 円

受診率

受診率

274,781 人 3,667 人

○療養給付費等の年度間変動に対応し、当該支払いに充てるため、剰余金を基金に積み立てました。

○市町村に高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施事業を委託しました。

(1) 実施市町村数

271,114 人
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 6 諸支出金 0

 1 償還金及び還付加算金 0

1 0償還金及び還付加算金

10,204,057,000

繰　越　額
予 算 現 額

科　　　　　目

款 ・ 項 ・ 目

259,406,991

9,944,650,009

10,204,057,000 9,944,650,009

事　業　名

259,406,991

支 出 済 額
翌　年　度

不　用　額

合 計 961,682,402,000 910,903,229,992 0

  償還金及び還付加算金 10,204,057,000 9,944,650,009 259,406,991

50,779,172,008

（単位：円）
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【償還金及び還付加算金】

 (1)　保険料還付金

 (2)　還付加算金

 (3)　後期高齢者医療給付費国庫負担金返還金

 (4)　後期高齢者医療高額医療費国庫負担金返還金

 (5)　後期高齢者医療財政調整交付金返還金

 (6)　後期高齢者医療制度事業費補助金返還金

 (7)　高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金返還金

 (8)　後期高齢者医療災害臨時特例補助金返還金

 (9)　後期高齢者交付金返還金

 (10)　保険給付費過誤納付返還金

38,281,562 円

415,730 円

8,446,275,425 円

214,156,743 円

1,227,228,874 円

事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

3,658,000 円

36,632 円

12,615,961 円

1,632,082 円

349,000 円

○保険料還付金、国庫支出金及び県支出金の返還金等を支出しました。
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＜  参 考 資 料  ＞ 
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神奈川県及び全国の後期高齢者医療被保険者数及び人口等の推移 （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典等) 

県人口（年度平均）：『神奈川県人口統計調査』をもとに算出 

全国被保険者数（年度平均）：『後期高齢者医療毎月事業状況報告』 

全国人口（年度平均）：『人口推計』をもとに算出 

 

神奈川県の後期高齢者医療被保険者数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

県人口（年度平均） 9,144,027 9,160,054 9,178,458 9,198,247 9,227,260

県被保険者数（年度平均） 993,631 1,042,225 1,088,568 1,133,801 1,158,697

県人口に占める割合 10.87% 11.38% 11.86% 12.33% 12.56%

全国人口（年度平均） 126,908,170 126,689,861 126,427,082 126,143,945 125,731,622

全国被保険者数（年度平均） 16,457,820 16,963,330 17,415,926 17,871,720 －

全国人口に占める割合 12.97% 13.39% 13.78% 14.17% －
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神奈川県及び全国の後期高齢者医療制度の１人あたり医療費の推移 （単位：円） 

 

 

 

 

 

 (出典等) 

全国：『後期高齢者医療毎月事業状況報告』（令和２年度は未発表） 

 

 

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

神奈川県 861,265 870,069 868,869 882,001 839,407

全国 934,547 944,561 943,082 945,369 －
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